
現行の職業能カ開発促進法の体系における関係者の責務

1.事業主の薫務

く職業能力開発晦進法第4条第l項等1
く労倒者の職業生活設計に即した自発的な職業能カの開発及び向上を促
進するため.に事業主が講ずる措置に開する指針1
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O 職業訓練の美施くOJT, Of f-JTl.

魯 職業に閑する数育酬練や.職菓能力検定を受けさせる堵置

三6,労働者の自発的な職業能力開発に対する接助

有給敦育訓練休暇.長期数育訓練体暇その他の体暇の付卑

姶業及び終業の時刻の変更その他職業に関する教育訓練

又は職業能力検定草受ける時間を確保するための必要な措置
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洋細鄭-E-妻鄭I55jIま.平成1 3年法改正時に追加した串項

2.国及び都道府県の責務 く職業能力開発促進法第4条第2項等I

O事業主の取組く労働者の自発的な能力開発を支援する取組も含む.1
を支援 一Eキヤリア形成促進助成金.認定訓練校制度コ

.魯或職者等に対する職業訓練の実施 E離職者訓練.障害者訓練コ

魯事某主及び事業主団体が夷施する職菓訓練の補宋
E在職者訓練,学卒訓練コ

ゆ労嘩者の自発的な職業能力開発の援助 E教育訓練給付金コ

ーく昏技能検定の円滑な実施 E技能検定制度コ

ート


